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トランプ政権の貿易政策による影響
 

トランプ米大統領が、大規模関税措置を発表して世界

を震撼させた、いわゆる「解放の日」から、早くも一年

以上が経過しました。実際のところ、当該関税政策を巡

って、米政府は、此れまでに何度か方針転換を余儀なく

されてきましたが、それでも現在の関税率は大統領選前

と比較して、明らかに高い水準にあります。こうした状

況下、米国、ドイツ、中国など主要国が発表する貿易統

計の動向に具体的な影響がどう表れているか注目が集ま

っています。 

 

イェール大学予算研究所によると、現在、米国の代替

効果を考慮しない場合の平均実効関税率は 11.8％と推計

されています。この数値は、企業や消費者による行動変

化を反映した貿易フロー調整後に実際に支払われる関税

負担について計測されたものではなく、当時の新関税政

策が発表される前の輸入構造に基づく発表直後の負担と

して示されています。従って、企業が他の部品供給国や

原材料調達ルートにシフトする、或いは消費者が他国の

製品に乗り換える前段階で、当初直面したコスト・イン

パクトを示しているという点において、当該数値は経済

的に重要な意味をもつと考えています。 

 

同研究所は、2026 年末時点の平均実効関税率（代替

効果考慮前）につき、9.7～12.2％の範囲で予測値を公

表しており、同時に輸入調整を行った場合の推定値（代

替効果考慮後）は 8.2～10.5％に低下することが示され

ていますが、従前のレジームとの比較では有意に高い状

況と言えます。2024 年末時点では、平均実効関税率は

依然として約 2.5％に過ぎない状況であった為、仮に、

一時的な関税が失効しても、米国の関税率は歴史的に高

い水準に留まり、貿易上の意思決定、価格、投資計画に

対して引き続き重く圧し掛かる可能性が高いと思われま

す。 

 

米国の大規模関税措置の発表以来、約一年に亘る関税

引き上げとそれを巡る混乱を経た今こそ、足元の状況を

総括すべき時期に来ていると考えています。ここで、米

国の貿易赤字が改善に向かう明確な兆しが見られないこ

とは意外なことに思われますが、米国における AI ブー

ムに伴い、アジアからの IT製品への需要が堅調に推移す

ると見られる状況下、今後数ヶ月間、貿易赤字はさらに

拡大する可能性が高いと見られます。一般的に、貿易赤

字は主に国内の投資率と貯蓄率によって左右されますが、

目下、米国では政府および家計の貯蓄率が過去最低水準 

 

にある傍ら、IT 投資ブームが進行していることを考慮す

れば、貿易赤字に目立った改善が見られないのは当然の

帰結との見方も出来ると考えています。貿易赤字を大幅

に改善させるには、政策金利の引き上げと、それに伴う

家計貯蓄率の上昇、及び政府の緊縮財政措置などの諸条

件が整う必要があると考えられます。 

 

しかし、米国の関税政策は、消費者物価及び生産者物

価に顕著な影響を与えていると思われ、結果として、今

後のインフレ率が 4.0％を上回って推移する懸念があり

ます。これにより、米政府は、米連邦準備制度理事会

（FRB）に対して、政策金利引き上げの圧力を強める可

能性があると見ています。その結果、米国では、中間選

挙を控えて、金利政策を巡る政治的な対立は一段と激化

する公算が大きいと考えています。 

 

ドイツでは、2022 年後半以降、輸出が伸び悩む一方、

輸入の増加により、貿易黒字は徐々に縮小傾向にあり、

とくに 2025 年初頭以降、貿易黒字が顕著に減少してい

ると見られます。従って、ドイツは、この新たな世界貿

易の枠組みの中で、当面の間、逆風を受ける立場にある

ことは否めず、実際に、米国の現行の関税政策は欧州に

対して大きな影響を与えていることは明らかです。一方、

こうした状況は、高関税回避の受け皿となり得るアジア

諸国には、むしろ恩恵を与える可能性も指摘されていま

す。なお、ドイツの産業界は、中国からの巨額の補助金

を受けた企業との競争にも苦しんでおり、その結果、

2024 年と 2025 年の対外貿易は GDP 成長率に対して

各々約-0.7 ポイント、約-1.5 ポイントのマイナス寄与と

なり、ドイツの経済停滞の主な要因となりました。 

 

中国は、高い米国関税にもかかわらず、十分な代替市

場を見出すことで、輸出の堅調な伸びを実現しており、

貿易黒字に緩やかな増加傾向が見られています。その結

果、2024 年と 2025 年において、対外貿易は経済成長に

大きく寄与し、両年において約 1.5 ポイントの押し上げ

効果をもたらしました。中国は、自国産業に対する大規

模な補助金政策を推進していることが奏功していると思

われます。 
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経済協力開発機構（OECD）の最近の調査によると、

中国企業は、巨額の補助金を背景に、対外貿易における

市場シェアを急速に拡大し、外国の製造業企業を市場か

ら追い出している現状があると見られます。中国政府は

地政学的な権力拡大の野心から、多くの産業分野におい

て中国国家としての「世界的な独占的地位」を目指して

いることは明白ですが、一方、中国国内では、企業間の

熾烈な競争が続いている現状があることは留意されます。 
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